




首都圏の貿易額は増加が続いていましたが、2008 年は世界不況の影響を受け横ばいとなりました。貿易相手は近年アジア、特に中国の比
重が高まっています。国内の物流も盛んで、東京圏での貨物輸送量は中京圏や阪神圏よりも多くなっています。羽田空港は旅客数が世界４
位となっており、成田空港は逆に貨物量が高い水準となっています。訪日外客数はアジアを中心に増加していましたが、2009 年は世界的景
気後退や円高、新型インフルエンザの流行などの影響を受け減少に転じました。東京の観光客数は2008 年はわずかに減少したものの、観
光消費額は増加が続きました。

東京には金融機能が集中しており、東京証券取引所は世界でも有数の時価総額の規模となっています。また、全国の外国人労働者の４分
の１が東京で働いており、その産業分野は多様です。近年はインターネットで膨大な量の情報の受発信が可能になり、ヒト、モノ、カネの交流
を促進し、情報化が新産業の創出や高付加価値の源泉となっています。分野別の情報の利活用で、日本は、交通・物流分野で世界的に
高い水準ですが、教育・人材や企業経営などでは大幅に遅れています。東京はコンテンツ産業をはじめ情報通信業が集中しており、情報化
によるネットワークの要となっています。
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注　　首都圏（東京、千葉、神奈川、茨城、栃木、群馬、埼玉、山梨）
資料　東京税関「首都圏の貿易動向について」

注　　東京圏（東京、埼玉、千葉、神奈川）、中京圏（愛知、三重、岐阜）、
　　　阪神圏（京都、大阪、兵庫、奈良）
資料　国土交通省「貨物・旅客地域流動調査分析資料」

2

情報通信の「利活用」に関する分野別の偏差値(2009年）

急速に進展し、拡大する情報化
インターネット人口普及率、回線別ブロードバンド契約数（全国）

注　　インターネット人口普及率は各年末の値
　　　FTTH-光ファイバーケーブル　　DSL-デジタル加入者線
　　　CATV-ケーブルテレビ　　FWA-加入者系無線アクセスシステム
資料　総務省「情報通信白書」、「通信利用動向調査」

注　　偏差値は各分野の情報通信システムサービスの利用率をもとに算出
資料　総務省「情報通信白書」

5

国際交流の拠点、東京
主要空港の旅客数、貨物量（2008年）

都道府県別預金・貸出金・手形交換高構成比、
証券取引所別株式売買代金構成比

資料　Airports Council International「Annual Traffic Date」
　　　成田国際空港(株)「空港運用状況」

国・地域別訪日外客数（全国）

注　　2009年は推計値
資料　日本政府観光局「訪日外客数・出国日本人数」、「JNTO日本の国際観光統計」

在住地別観光客数、観光消費額

産業別外国人労働者数構成比（2009年）

資料　東京都「東京都観光客数等実態調査」

2

国際的地位を持つ東京の金融機能 情報通信業中分類別事業所数・従業者数全国比(2006年）

資料　日本銀行「預金・貸出関連統計」、全国銀行協会資料
　　　(株）東京証券取引所「統計月報」

世界の証券取引所時価総額(上位10位、2009年11月）

資料　ＷＦＥ「Focus」

注　　2009年10月末現在
　　　サービス業（他に分類されないもの）は建設設計業、デザイン業、
　　　法律事務所等が含まれる。
資料　厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」 資料　総務省「事業所・企業統計調査」

3 宿泊業,飲食サービス業に多い外国人労働者4

アジアとの関係深まる物流

注　　首都圏（東京、千葉、神奈川、茨城、栃木、群馬、埼玉、山梨）
資料　東京税関「首都圏の貿易動向について」

貿易額（首都圏） 国・地域別輸出入額構成比（首都圏、2008年） 三大都市圏内外の貨物輸送量（2007年度）
1

ヒト・モノ・カネが行き交い、世界とつながる東京
東京経済の概況 東京の経済基盤と特色
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日本は、優れた技術に対する信頼を基に海外進出しており、特許や技術提供などの技術貿易収支比率も3.5 倍に達しています。日本の特許
件数は世界のトップレベルであり、近年さらに数を伸ばしています。企業や大学等による研究状況をみると、特に情報通信やライフサイエンスの
分野で研究が進んでおり、研究費は両分野とも10年前の約２倍に増えています。企業の本社や大学、研究機関が多い東京では、全国の特
許件数の過半数が登録され、技術開発の中枢となっています。近年、地球温暖化への危機意識の高まりとともに環境・省エネ技術が注目さ
れています。

環境ビジネスは広範な産業に波及するため、将来の有望な市場の一つとなっています。日本は生産に対するエネルギー使用量が他国に比べて
少なく、省エネについても優れた技術を有しています。少子高齢化社会に対応するための新たな需要も生まれています。ロボットテクノロジーに
ついては、産業用のみならず、医療福祉や防災等の分野や生活サービスの分野へ開発が広がりつつあります。ロボット技術を支える分野の特
許についても、日本は世界をリードしています。また東京は、アニメやファッション等知的財産を創造する産業であるクリエイティブ産業が集積して
おり、高い付加価値と活力にあふれています。
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資料　経済産業省「我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向」

資料　財団法人 日本適合性認定協会資料

注　　３Rはreduce廃棄物の発生抑制、reuse再使用、
　　　recycle再資源化の頭文字をとった言葉
資料　経済産業省資料

2

主要国への特許出願件数（2001～2005年合計）

優れた日本の省エネ技術、拡大する環境ビジネス

3 少子高齢化社会を支える情報技術とものづくり

地域別ＧＤＰあたり一次エネルギー供給量指数
（2005年）

注　　一次エネルギー供給量をＧＤＰで除した数値を元に日本を１とした場合の指数
資料　経済産業省資料

注　　日本、アメリカ、欧州、中国、韓国への特許出願件数（20万件以上の分野）
資料　特許庁「特許出願動向調査」

特定目的別研究費(全国)

クリエイティブ産業事業所立地状況（2009年）

資料　総務省「科学技術研究調査」

都道府県別登録件数構成比（2008年）

注　　日本人による登録件数
資料　特許庁「特許行政年次報告書」

ＲＴ（ロボットテクノロジー）将来市場規模推計（全国、2007年度）

資料　（社）日本ロボット工業会「ＲＴ（ロボットテクノロジー）
　　　による産業波及効果と市場分析に関する調査」

東京に集積するクリエイティブ産業 売上高規模別、ビジネス運営方法別、クリエイティブ産業別企業数構成比（2009年）

注　　「丁目」までの住所情報で作成しており、同じ丁目に
　　　位置する場合は、同じ●に表示されている。
資料　東京都産業労働局調べ

クリエイティブ産業分野別集積状況（2009年）

注　　分野別に地域別構成比が上位２割を占める地域を掲載。
資料　東京都産業労働局調べ

注　　会社全体の売上高(クリエイティブ産業以外を含む)
資料　東京都産業労働局調べ

4

技術立国日本をリードする東京

資料　総務省「科学技術研究調査」

技術貿易（全国） 地域別特許新規登録件数 環境マネジメントシステム（ＩＳＯ14001）適合組織

環境ビジネス市場規模（全国、2007年度）

1

高い技術を持ち、新しい価値を生み出す東京
東京経済の概況 東京の経済基盤と特色
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2008年の秋以降、急激に悪化した日本経済は2009年の第１四半期を底に悪化に歯止めがかかりましたが、回復は弱い状況です。また、法
人企業の経常利益は最大であった2007年第１四半期の約３分の２にとどまっています。株価は下げ止まっているものの、低い水準で推移して
います。また、２月以降下落した円相場は再度上昇しており、輸出産業の業績を圧迫しています。貿易は緩やかな改善が続いています。生産
は全国では2009年３月に、東京では６月に増加に転じ、持ち直しの動きが続き、穏やかな持ち直し傾向となっています。

一方、企業の投資意欲は依然、冷え込んだままで、機械受注は低調に推移し、オフィスの空室率は上昇しました。低調な企業活動の中で企業
物価や企業向けサービス価格は低下が続いているとともに、個人消費の低迷により東京の消費者物価は年の後半に低下が顕著になっており、
デフレの長期化が懸念されています。乗用車販売は政策効果により増加しましたが、不振が続いてきた大型小売店販売額は引き続き減少して
おり、コンビニの販売額も2009年7月からはマイナスに転じています。住宅着工やマンション販売も大きく落ち込んでいます。
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注　　季節調整値。金融業、保険業を除く。
資料　財務省「法人企業統計調査」

注　　月末値
資料　ⓒ日本経済新聞社

2

オフィス空室率、平均募集賃料（主要５区）

低迷続く株価、上昇する円相場

3 生産は緩やかに改善するものの低調な企業活動

外国為替市場の円相場

注　　東京市場、ドル･円スポット　17時時点／月中平均
資料　日本銀行

注　　主要５区は千代田、中央、港、新宿、渋谷区
　　　2008、09年平均募集賃料は10～12月、平均空室率は各年12月時点
資料　シービー・リチャードエリス総合研究所㈱
　　　「オフィスマーケットレポート」

国内企業物価指数、企業向けサービス価格指数、
消費者物価指数（都区部・全国）

注　　2009年及び12月の輸入額は速報値
資料　財務省「貿易統計」

生産、出荷、在庫指数

注　　2009年及び12月の東京の値は速報値
　　　年は原指数、月々の数値は季節調整済指数
資料　東京都「工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」

貿易額（全国）

注　　船舶・電力を除く民需
資料　内閣府「機械受注統計調査報告」

需要不足の中で低下が続く物価
利用関係別新設住宅着工戸数

注　　消費者物価指数は生鮮食品を除く総合
資料　日本銀行「国内企業物価指数」、｢企業向けサービス価格指数」
　　　総務省「消費者物価指数」

注　　百貨店、スーパーは既存店。コンビニは全店。広域関東圏は、茨城、栃木、
　　　群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野、静岡の１都10県。
　　　乗用車は普通車、小型車、軽乗用車の合計。
資料　経済産業省「商業販売統計」、関東経済産業局資料

注　　給与住宅は会社等が社員等を居住させる目的で建築するもの
資料　国土交通省「建築着工統計調査」

地域別マンション発売戸数、契約率

注　　契約率は発売月契約率
資料　㈱不動産経済研究所「首都圏マンション市場動向」

4
大型小売店(都区部）・コンビニ(広域関東圏）販売額、

乗用車登録台数（東京）

冷え込む消費5

悪化に歯止めがかかった日本経済

注　　2009年10～12月期の2次速報値
資料　内閣府「国民経済計算」

四半期別GDP（年率換算の季節調整前期比） 法人企業経常利益（全国） 日経平均株価

機械受注額（全国）

1

回復が弱い東京の経済
東京経済の概況 東京経済の動き
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2008年の秋以降急速に悪化した中小企業の業況DIは、2009年4月に底を打った後徐々に回復してきましたが、依然厳しい水準にとどまって
います。資金繰りは改善せず、設備投資もより低調な動きとなっています。企業倒産件数は、年後半になるにつれ落ち着きを見せ始めたこともあり、
全国では2008年を若干下回りましたが、東京では前年を上回る件数の倒産が発生しています。負債総額は前年の大型倒産の反動から大幅
に減少しました。

改善傾向にあった東京の失業率は上昇に転じ、失業者数は増加しています。求職者のうち、前職を事業主都合により離職した人は2008年の
２倍近くに増加しました。また、年初から大幅な低下が続いた有効求人倍率は、年後半は下げ幅を弱めたものの極めて低い水準にあり、求人広
告掲載件数も2008年の半分と激減しました。企業収益の悪化から、現金給与総額は2008年に比べ減少しており、所定外労働時間も大き
く減少しています。
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注　　後方４四半期移動平均
資料　東京都「都内中小企業の設備投資、資金繰り等の状況」

資料　東京都、総務省「労働力調査」

3

求人広告掲載件数（関東甲信越）

悪化する雇用

4 低下する賃金、減少する残業時間

事業主都合による離職者数

注　　新規求職者のうち、前職が雇用者で離職した理由が事業主都合による者
資料　東京労働局業務統計

注　　 有料求人情報誌、フリーペーパー、折込求人紙の合計
資料　（社）全国求人情報協会資料

企業倒産件数

中小企業の資金繰り

企業倒産の負債総額

資料　東京労働局、厚生労働省業務統計

年間3,000件を超えた東京の倒産件数

月間現金給与総額

注　　負債額1,000万円以上
資料　東京都｢東京の企業倒産状況」（㈱東京商工リサーチ調べ）

注　　負債額1,000万円以上
資料　東京都｢東京の企業倒産状況」（㈱東京商工リサーチ調べ）

注　　事業所規模５人以上
資料　東京都、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

月間所定外労働時間

注　　事業所規模５人以上
資料　東京都、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

２

厳しさが続く中小企業の経営

注　　ＤI＝｢良い｣企業割合－｢悪い｣企業割合
資料　東京都「東京都中小企業の景況」

注　　ＤＩ＝「楽」企業割合－「苦しい」企業割合
資料　東京都「都内中小企業の設備投資、資金繰り等の状況」

中小企業の業況 業種別中小企業の設備投資実施割合 完全失業率

有効求人倍率

1

依然として厳しい中小企業の経営環境、深刻化する雇用 情勢
東京経済の概況 東京経済の動き
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